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沖縄県環境影響評価条例沖縄県環境影響評価条例

の改正についての改正について

平成２３年９月平成２３年９月

沖縄県沖縄県 環境政策課環境政策課 環境評価班環境評価班

沖縄県における環境影響評価沖縄県における環境影響評価（資料１）（資料１）

環境影響評価とは、事業の実施が環境へ及ぼす影環境影響評価とは、事業の実施が環境へ及ぼす影
響について、事業者自らが、あらかじめ調査、予測、響について、事業者自らが、あらかじめ調査、予測、
評価を行うとともに、その過程において環境保全措評価を行うとともに、その過程において環境保全措
置を検討し、当該措置が講じられた場合の環境影置を検討し、当該措置が講じられた場合の環境影
響を総合的に評価すること響を総合的に評価すること

環境影響評価の結果を事業内容に関する決定に反環境影響評価の結果を事業内容に関する決定に反
映させることによって、環境保全の観点からより良映させることによって、環境保全の観点からより良
い事業計画を作り上げていくための制度い事業計画を作り上げていくための制度

環境に関する情報交流の手続を定めた手続法であ環境に関する情報交流の手続を定めた手続法であ
り、事業の可否を決定する許認可制度ではない。り、事業の可否を決定する許認可制度ではない。
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環境影響評価制度の経緯環境影響評価制度の経緯

昭和昭和4444年年 アメリカが「国家環境政策法」を制定アメリカが「国家環境政策法」を制定
昭和昭和4747年年 66月月 「国連人間環境会議」（ストックホルム）「国連人間環境会議」（ストックホルム）

・日本は、環境アセスメント制度を導入すると・日本は、環境アセスメント制度を導入すると
意思表明意思表明

昭和昭和4747年年 66月月 「各種公共事業に係る環境保全対策につい「各種公共事業に係る環境保全対策につい

て」を閣議了解て」を閣議了解
昭和昭和5959年年 88月月 「環境影響評価の実施について」を閣議決定「環境影響評価の実施について」を閣議決定
平成平成 44年年 99月月 「沖縄県環境影響評価規程」の告示「沖縄県環境影響評価規程」の告示
平成平成 55年年1111月月 「環境基本法」の公布「環境基本法」の公布
平成平成 99年年 66月月 「環境影響評価法」の公布「環境影響評価法」の公布
平成平成1212年年 33月月 「沖縄県環境基本条例」の制定「沖縄県環境基本条例」の制定
平成平成1212年年1212月月 「沖縄県環境影響評価条例」の制定「沖縄県環境影響評価条例」の制定

条例制定の経緯条例制定の経緯

平成平成1212年年 11月月1818日日 県環境審議会（会長：池田孝之）へ県環境審議会（会長：池田孝之）へ

条例の骨子について諮問条例の骨子について諮問
平成平成1212年年 11月月2626日日 県関係部局への説明会県関係部局への説明会
平成平成1212年年 22月月 44日日 国・市町村への説明会国・市町村への説明会
平成平成1212年年 33月月 77日日 民間事業者等への説明会民間事業者等への説明会
平成平成1212年年 11月月3131日～日～33月月3030日日 県民意見の募集県民意見の募集
平成平成1212年年 88月月1515日日 県環境審議会からの答申県環境審議会からの答申
平成平成1212年年1212月月2727日日 沖縄県環境影響評価条例の公布沖縄県環境影響評価条例の公布
平成平成1313年年 88月月 33日日 施行規則の公布施行規則の公布
平成平成1313年年1010月月 22日日 技術指針の公布技術指針の公布
平成平成1313年年1111月月 11日日 条例の全面施行条例の全面施行

※※平成平成2222年年44月月11日現在、日現在、4747都道府県・都道府県・1515政令指定都市（計政令指定都市（計6262
団体）において、環境影響評価条例が制定・施行済み団体）において、環境影響評価条例が制定・施行済み
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環境影響評価の対象事業について環境影響評価の対象事業について

法の対象事業法の対象事業 1313事業種事業種

・国が関与する道路、ダム、鉄道、空港、発電所など・国が関与する道路、ダム、鉄道、空港、発電所など

・それぞれの事業種について「第一種事業」と「第二種事業」・それぞれの事業種について「第一種事業」と「第二種事業」
の対象規模が定められている。の対象規模が定められている。

条例の対象事業条例の対象事業 2020事業種事業種

・法の対象外となる小規模な事業・法の対象外となる小規模な事業

・民間事業も含む・民間事業も含む

・法における第一種・第二種事業といった区分はない。・法における第一種・第二種事業といった区分はない。

・環境配慮が特に必要な国立公園特別地域などを「特別配慮・環境配慮が特に必要な国立公園特別地域などを「特別配慮
地域」として設定地域」として設定

・法で全ての規模が対象となっている高速自動車道、新幹線、・法で全ての規模が対象となっている高速自動車道、新幹線、
原子力発電所については、条例の対象事業から除外原子力発電所については、条例の対象事業から除外

環境影響評価の手続について環境影響評価の手続について

環境影響評価の手続は、大きく、「方法書」、環境影響評価の手続は、大きく、「方法書」、
「準備書」、「評価書」の「準備書」、「評価書」の33段階の手続に分か段階の手続に分か

れる。れる。

環境保全の見地から意見を有する者（住民環境保全の見地から意見を有する者（住民
等）や知事が、事業者に対して意見を述べる等）や知事が、事業者に対して意見を述べる
手続を定めている。手続を定めている。

知事が意見を述べる際には、県環境影響評知事が意見を述べる際には、県環境影響評
価審査会及び関係市町村長から意見を聴く価審査会及び関係市町村長から意見を聴く
手続を定めている。手続を定めている。



4

環境影響評価の手続

判定手続 法の第二種事業について、法に基づく手続を実施するか否か
を判定する手続。法のみの手続

方法書 環境影響評価 （調査・予測・評価） を行う方法について、住民

等や知事の意見を聴き、調査方法等を決定する手続

準備書 環境影響評価の結果を取りまとめた「準備書」について、住民
等や知事の意見を聴く手続

評価書 「準備書」の手続における意見を検討し、準備書の内容を見直
して「評価書」を作成し、知事（法では免許等権者）の意見を聴
いて、評価書を補正する手続

環境影響評価後の手続

許認可等 公有水面埋立法など個々の法令に基づく許認可等の手続

事業着工

事後調査 ○予測の不確実性の程度が大きい場合や、環境保全措置の
効果に係る知見が不十分である場合などに、環境影響評価
の不確実性を補うために実施するもの

○事後調査の結果により、環境保全措置の追加や修正を行う。
○事後調査については、条例で定める規定に基づく手続が行

われる。
○事後調査を実施しない場合もある。
※事後調査は、環境影響評価には含まれない。
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法と条例の主な相違点法と条例の主な相違点
特別配慮地域の設定（条例）特別配慮地域の設定（条例）
・条例では、第一種・第二種事業の区分はない・条例では、第一種・第二種事業の区分はない
・自然環境の保全上重要な地域を「特別配慮地域」・自然環境の保全上重要な地域を「特別配慮地域」
として設定として設定
沖縄県環境影響評価審査会の設置（条例）沖縄県環境影響評価審査会の設置（条例）
・知事意見を述べる際に審査会の意見を聴取・知事意見を述べる際に審査会の意見を聴取
・法では、外部審査機関等の設置はない・法では、外部審査機関等の設置はない
事後調査手続の規定（条例）事後調査手続の規定（条例）
・旧法では、事後調査の「手続」の規定がなかった・旧法では、事後調査の「手続」の規定がなかった
・今回の改正法で、「報告書手続」が設けられた・今回の改正法で、「報告書手続」が設けられた
法対象事業への条例手続の準用法対象事業への条例手続の準用
・審査会からの意見聴取、事後調査手続に係る規定・審査会からの意見聴取、事後調査手続に係る規定
を、法対象事業に対しても準用を、法対象事業に対しても準用

本県における環境影響評価の実施状況本県における環境影響評価の実施状況

３６３６４４２１２１１１１１計計

３３００３３００自主アセス自主アセス

２３２３２２１４１４７７条例対象条例対象

１０１０２２４４４４法対象法対象

計計廃止廃止終了終了手続中手続中新制度新制度

《《参考参考》》旧制度に基づく実施状況旧制度に基づく実施状況

３０３０手続きは全て終了手続きは全て終了閣議・規程閣議・規程
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年度毎の環境影響評価の実施件数とその累積年度毎の環境影響評価の実施件数とその累積
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環境影響評価の実施状況の全国との比較環境影響評価の実施状況の全国との比較
（平成２２年３月末現在）（平成２２年３月末現在）

全国の法対象事業は、道路（全国の法対象事業は、道路（7676件・件・3939％）と発電所％）と発電所
（（5050件・件・2626％）が突出して多い。％）が突出して多い。

本県の条例対象事業は、ゴルフ場（本県の条例対象事業は、ゴルフ場（1616件・件・2424％）、％）、
埋立（埋立（1212件・件・1818％）、飛行場（％）、飛行場（99件・件・1414％）が多い。％）が多い。

本県における法対象事業のうち、埋立本県における法対象事業のうち、埋立44件は全国件は全国
（（1111件）の件）の3636％、飛行場％、飛行場44件は全国（件は全国（88件）の件）の5050％を％を
占めている。占めている。

年度毎の実施件数は、本県も全国も減少傾向にあ年度毎の実施件数は、本県も全国も減少傾向にあ
るが、平成るが、平成1212年以後、本県の年以後、本県の2828件は、神奈川県件は、神奈川県
（（141141件）、東京都（件）、東京都（8080件）についで全国第件）についで全国第33位と位と
なっている。なっている。

環境影響評価制度の効果環境影響評価制度の効果

事業者は、知事意見や住民等の意見を勘案して、事業者は、知事意見や住民等の意見を勘案して、
事業内容や環境保全措置を検討する。事業内容や環境保全措置を検討する。

環境影響評価制度において、これまで次のような事環境影響評価制度において、これまで次のような事
業内容等の見直しが行われている。業内容等の見直しが行われている。

・事業規模の縮小（改変面積・埋立面積の縮小等）・事業規模の縮小（改変面積・埋立面積の縮小等）

・自然度の高い地域を回避したルートの変更・自然度の高い地域を回避したルートの変更

・遮音壁の設置・遮音壁の設置

・希少種の生息環境の創出・希少種の生息環境の創出

・施設配置の変更・施設配置の変更 などなど

本県の環境の保全が図られてきている。本県の環境の保全が図られてきている。
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条例を改正する理由条例を改正する理由（資料２）（資料２）

環境影響評価法の改正（平成環境影響評価法の改正（平成2323年年44月）との整合性月）との整合性

沖縄県環境審議会からの答申（平成沖縄県環境審議会からの答申（平成1212年年88月）月）

（附帯意見）（附帯意見）

「条例の内容及び対象事業については、今後の社「条例の内容及び対象事業については、今後の社

会状況の変化、事業の実態、環境問題等の動向を会状況の変化、事業の実態、環境問題等の動向を
踏まえ、必要に応じて適切な見直しを行うこと。」踏まえ、必要に応じて適切な見直しを行うこと。」

今日の環境政策の課題は、地球温暖化問題、生物今日の環境政策の課題は、地球温暖化問題、生物
多様性の保全など、一層多様化・複雑化しており、多様性の保全など、一層多様化・複雑化しており、
環境影響評価が果たすべき機能や評価技術をめぐ環境影響評価が果たすべき機能や評価技術をめぐ
る状況が変化してきている。る状況が変化してきている。

改正法の概要改正法の概要（資料３）（資料３）

交付金事業を対象事業へ追加交付金事業を対象事業へ追加

（風力発電所の追加）（風力発電所の追加）

計画段階配慮書手続の新設計画段階配慮書手続の新設

方法書についての説明会を義務化方法書についての説明会を義務化

項目等選定段階における環境大臣の技術的助言項目等選定段階における環境大臣の技術的助言

電子縦覧の義務化電子縦覧の義務化

政令市から事業者への直接の意見提出政令市から事業者への直接の意見提出

許認可等権者が地方自治体である場合の環境大許認可等権者が地方自治体である場合の環境大
臣意見の手続の創設臣意見の手続の創設

事後調査等に係る手続の具体化事後調査等に係る手続の具体化



9

条例改正の骨子案の概要条例改正の骨子案の概要（資料４）（資料４）

１ 対象事業の追加 （風力発電所）

２ 計画段階配慮書の手続の新設
（事業の検討段階における環境影響評価の実施）

３ 電子縦覧の義務化

４ 方法書手続の改正

５ 事後調査の手続

６ その他

１１ 対象事業の追加対象事業の追加 （風力発電所）（風力発電所）

【必要性】
○近年、地球温暖化対策の一環として、風力発電所の規模・設置数が増加してきており、
当該施設に係る環境影響（騒音、バードストライク等）について、適正な環境影響評価を
実施する必要がある。

出力2.5万Kw以上出力５万Kw以上火力発電所

出力0.75万Kw以上出力1.5万Kw以上水力発電所

特別配慮地域一般地域発電所の建設

対 象 規 模事業の種類

現条例における発電所の種類及び対象規模

風力発電所

※ 条例施行規則の改正により、風力発電所を対象事業に追加。
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２２ 計画段階配慮書の手続の新設計画段階配慮書の手続の新設
（事業の検討段階における環境影響評価の実施）

【必要性】
○方法書手続実施段階では、事業の枠組が決定されており、環境保全の観点からの
柔軟な対応が困難な場合が多い。

方法書作成前に、配慮書手続を追加。
【対象】条例対象事業となりうる個別事業の計画
【実施時期】計画の立案段階

【手続】 ＜計画策定者＞

計画段階配慮事項
についての検討

配慮書の作成・公表

事業計画の策定

方法書以降の手続

知事意見

・ 市町村長
・ 県民等 から意見聴取

２２ 計画段階配慮書の手続の新設計画段階配慮書の手続の新設
（事業の検討段階における環境影響評価の実施）

○配慮書手続の実施時期は、条例対象事業となりうる個別事業の計画の立案の段階に
おける、事業の区域、位置、規模又は施設の配置、構造等の検討段階とする。

○計画策定者は、原則として事業計画の複数案を作成するものとする。

○計画策定者は、配慮書を作成し、知事及び事業実施想定区域を管轄する市町村長へ
送付するとともに、当該配慮書及びその要約書を公表するものとする。

○計画策定者は、配慮書の公表期間内に、関係地域の住民等に対する説明会を開催
するものとする。

○計画策定者は、関係行政機関及び県民等の環境の保全の見地からの意見を求める
ものとする。

○計画策定者は、設定した事業計画の複数案の中から一つの案を選定し、選定の経緯、
選定した案、選定した理由を記載した書面を作成し、公表するものとする。

配慮書手続の概要について
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３３ 電子縦覧の義務化電子縦覧の義務化

【必要性】
○図書が紙媒体で分量も多く、事業実施地域以外での閲覧が困難。

方法書

準備書

評価書

インターネットの利用等による
環境影響評価図書の
電子縦覧を義務付け

４４ 方法書手続の改正方法書手続の改正

【必要性】
○方法書段階の住民等意見には、調査方法ではなく、方法書の趣旨や内容の周知を求

める意見が見られる。（コミュニケーション不足との指摘等）
○法において、方法書における知事意見の提出期間は９０日と規定されているが、条例
では６０日と規定されているため、整合を図る必要がある。

【方法書】 評価項目・手法の選定

電子縦覧の義務化

準備書以降の手続

知事意見

【手続】 ＜事業者＞

説明会開催の義務化

評価項目、調査・予測・評価手法の選定
調査・予測・評価の結果に基づき、環境保全措置を検討

市町村長意見

県
民
等
意
見

方法書段階で、方法書の
趣旨及び記載事項周知の
ための説明会を開催



12

５５ 事後調査の手続事後調査の手続

【必要性】
○法改正により、新たに法に基づく環境保全措置等の報告等の手続（事後調査手続）が

設けられたことから、整合を図る必要がある。

【概要】
○法に基づく事後調査手続において、環境保全措置等の報告書を受ける免許等権者が知事（事業
部局）の場合、当該免許等権者が環境保全措置等の報告書を送付した者に意見を述べる際は、知
事（環境部局）に意見を聴くことができるものとする。

【法に基づく事後調査手続】

＜評価書を公告した事業者＞

許認可等権者意見

環境大臣意見

※許認可等権者が知事の場合、
環境大臣が意見を述べる手続なし

【報告書】 環境保全措置等の結果

環境保全措置等
の結果の報告・公表

事業に反映
（環境保全措置の検討等）

知事意見（環境部局）

許認可等権者が
知事（事業部局）の場合に、
知事（環境部局）は意見を述べる

６６ その他その他

【必要性】
○改正法の内容と整合を図るため、条例を改正する必要がある。

【都市計画特例】

【経過措置】

○配慮書手続に係る規定は、当該規定に係る施行日前に方法書を公告した事業に
ついては、適用しない。

○方法書、準備書、評価書のインターネットの利用その他の方法による公表に係る
規定は、当該規定に係る施行日以後に公告・縦覧を行う方法書、準備書、評価書
に対して適用する。

○方法書説明会に係る規定は、当該規定に係る施行日以後に公告・縦覧を行う方
法書について適用する。

○対象事業が都市計画に定められる事業である場合、又は対象事業に係る施設が
都市施設として定められる場合は、当該対象事業に係る配慮書手続は、都市計画
決定権者が行うものとする。
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条例改正後の手続のフロー（案） （資料５）

配慮書

知事 市町村長

複数案の公表

説明会

知事意見

市町村長意見

県民等意見

選定結果の公表 方法書手続 準備書手続 評価書手続

送付

今後想定される日程案

条例改正の骨子案

条例改正の骨子

改正条例案

パブリックコメント

県議会へ上程 （平成24年6月議会への上程を目指す）

・県民等意見の募集
・意見の取りまとめ
・公 表

沖縄県
環境審議会答 申

諮 問

条例改正案の検討

事業部局等
改正条例案についての調整

意 見

公 表
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配慮書手続について配慮書手続について（資料６）（資料６）

日本における環境影響評価制度は、事業の日本における環境影響評価制度は、事業の
実施段階で行う、「事業アセスメント」である。実施段階で行う、「事業アセスメント」である。

事業アセスメントは、事業内容がほとんど決事業アセスメントは、事業内容がほとんど決
定した段階で行われるため、環境保全措置定した段階で行われるため、環境保全措置
の検討の幅が限られる。の検討の幅が限られる。

事業のより早期段階（計画段階）でのアセスメ事業のより早期段階（計画段階）でのアセスメ
ントの必要性が求められている。ントの必要性が求められている。

戦略的環境影響評価について戦略的環境影響評価について

事業の上位計画や政策決定段階から行う環事業の上位計画や政策決定段階から行う環
境アセスメントを「戦略的環境影響評価（ＳＥ境アセスメントを「戦略的環境影響評価（ＳＥ
Ａ）」という。Ａ）」という。

ＳＥＡの概念は、政策決定段階も対象とするＳＥＡの概念は、政策決定段階も対象とする
ものであるが、「配慮書手続」は、ものであるが、「配慮書手続」は、対象事業の対象事業の
計画段階を対象計画段階を対象としている。（日本版としている。（日本版SEA)SEA)

※※わが国における事業特性、事業計画の決定プロセスの特性、わが国における事業特性、事業計画の決定プロセスの特性、
アセス制度の歴史的経緯、諸外国のＳＥＡの状況を踏まえ、アセス制度の歴史的経緯、諸外国のＳＥＡの状況を踏まえ、
ＳＥＡ制度の円滑な導入を推進する観点から、個別事業の計ＳＥＡ制度の円滑な導入を推進する観点から、個別事業の計
画段階を対象としている。画段階を対象としている。
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法に基づく配慮書手続の流れ法に基づく配慮書手続の流れ

①① 計画段階配慮書の作成計画段階配慮書の作成

②② ［配慮書案についての意見聴取］［配慮書案についての意見聴取］

（関係行政機関、一般の意見）（関係行政機関、一般の意見）

③③ 配慮書の送付配慮書の送付

（事業者→主務大臣。主務大臣→環境大臣）（事業者→主務大臣。主務大臣→環境大臣）

④④ 環境大臣の意見（主務大臣へ）環境大臣の意見（主務大臣へ）

⑤⑤ 主務大臣の意見（事業者へ）主務大臣の意見（事業者へ）

⑥⑥ ［配慮書についての意見聴取］［配慮書についての意見聴取］

（関係行政機関、一般の意見）（関係行政機関、一般の意見）

又
は

条例改正で導入予定の配慮書手続の流れ条例改正で導入予定の配慮書手続の流れ

①① 配慮書の作成配慮書の作成

②② 複数案の公表複数案の公表

③③ 説明会の開催説明会の開催

④④ 意見聴取（県民等・関係市町村長・知事）意見聴取（県民等・関係市町村長・知事）

⑤⑤ 事業計画の策定（複数案からの選定）・公表事業計画の策定（複数案からの選定）・公表

方法書以降の手続へ
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風力発電施設について風力発電施設について

条例制定時の状況条例制定時の状況

・設置者・設置者 77者者

・設置基数・設置基数 2727基基

・出力合計・出力合計 7,0437,043（（kWkW）） 〔〔11～～600kW600kW〕〕

・用途・用途 2727基中基中2020基が実証試験基が実証試験

条例制定時には、風力発電所を対象事業とすること条例制定時には、風力発電所を対象事業とすること
は、時期尚早とされた。は、時期尚早とされた。

環境審議会からの答申環境審議会からの答申

「条例の内容及び対象事業については、今後の社会「条例の内容及び対象事業については、今後の社会
的状況の変化、事業の実態、環境問題の動向等を的状況の変化、事業の実態、環境問題の動向等を
踏まえ、必要に応じて適切な見直しを行うこと。」踏まえ、必要に応じて適切な見直しを行うこと。」

沖縄県における風力発電施設の沖縄県における風力発電施設の
設置・稼働状況設置・稼働状況

28,36828,36822,07822,0787,0437,043総出力（総出力（kWkW））

5656基基3535基基2727基基設置基数設置基数

3737地点地点2626地点地点1616地点地点設置場所設置場所

1313者者1212者者77者者設置主体設置主体

設置数累計設置数累計

（廃止を含む）（廃止を含む）

現在の現在の

稼働状況稼働状況

H11H11年度末年度末

の設置状況の設置状況
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沖縄県における風力発電施設の沖縄県における風力発電施設の
稼働基数と総出力の累計稼働基数と総出力の累計

沖縄県における風力発電設備の稼働基数と総出力の累計
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沖縄県における風力発電施設の沖縄県における風力発電施設の
１基当たりの定格出力の推移１基当たりの定格出力の推移

風力発電施設の１基当たりの定格出力の推移
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沖縄県における風力発電施設の沖縄県における風力発電施設の
用途別設置状況用途別設置状況

5656基基2020基基3636基基合計合計

2929基基1919基基1010基基H12H12以後に設置以後に設置

2727基基11基基2626基基H12H12以前に設置以前に設置

合計合計売電・実用売電・実用実証試験実証試験

風力発電施設を条例対象事業とする理由風力発電施設を条例対象事業とする理由

今般の法改正において、風力発電施設が対今般の法改正において、風力発電施設が対
象事業とされることとなっている。象事業とされることとなっている。

全国的に、風力発電施設の設置数が増加し、全国的に、風力発電施設の設置数が増加し、
大型化の傾向がみられる。大型化の傾向がみられる。

また、騒音、低周波音、シャドーフリッカー、また、騒音、低周波音、シャドーフリッカー、
バードストライクなどの問題が生じている。バードストライクなどの問題が生じている。

自然環境や景観の優れた地域に設置される自然環境や景観の優れた地域に設置される
ことが多い。ことが多い。
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条例改正により想定される主な効果

１ 配慮書手続の導入により、

(1) 事業計画の早期段階からの環境配慮が図られる。

(2) 本県の環境特性に応じた効果的な環境影響評

価を実施できる。

(3) 重大な環境影響の回避、低減が効果的に図られ

るため、その後の環境影響評価の充実、効率化
が期待できる。

２ 電子縦覧の導入や方法書説明会の開催により、

(1) 住民等との情報交流の機会拡大が図られる。

(2) 効果的で精度の高い環境影響評価が実施できる

ようになる。


